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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　細胞内の酸化還元状態を調節する物質を含有しており、上記細胞内の酸化還元状態を調
節する物質が、酸化型グルタチオン、還元型グルタチオン、又は、γ－グルタミルシステ
インシンセターゼをコードするポリヌクレオチドであることを特徴とする糖度が向上した
植物体を作出するための組成物。
【請求項２】
　上記細胞内の酸化還元状態を調節する物質が酸化型グルタチオンであることを特徴とす
る請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　細胞内の酸化還元状態を調節する物質を備えており、上記細胞内の酸化還元状態を調節
する物質が、酸化型グルタチオン、還元型グルタチオン、又は、γ－グルタミルシステイ
ンシンセターゼをコードするポリヌクレオチドであることを特徴とする糖度が向上した植
物体を作出するためのキット。
【請求項４】
　細胞内の酸化還元状態を調節する物質を用いて植物体を栽培する工程を含み、上記細胞
内の酸化還元状態を調節する物質が、酸化型グルタチオン、還元型グルタチオン、又は、
γ－グルタミルシステインシンセターゼをコードするポリヌクレオチドであることを特徴
とする糖度が向上した植物体の作出方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、細胞内の酸化還元状態を調節する物質を含有する、糖度が向上した植物体を
作出するための組成物、及びその利用に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、果物類、野菜類、穀物類等の植物には糖分を含んでいる。糖分の量は糖度によ
り示され、植物の種類によっては、その糖度が商品価値に影響を与えている。そのため、
近年、植物の糖度を高くするための技術開発が行なわれている。
【０００３】
　例えば、高糖度トマトは主に土耕によって生産されている。また、養液栽培によって高
糖度トマトを生産する技術が提案されている（特許文献１）。
【０００４】
　ところで、グルタチオン等の、細胞内の酸化還元状態を調節する物質は、細胞又は器官
の分化調節剤として機能し得ることが知られている（特許文献２）。また、グルタチオン
は植物生長調整補助剤として機能し得ることが知られている（特許文献３）。
【特許文献１】日本国公開特許公報「特開平１０‐２７１９２４号公報（公開日：１９９
８年１０月１３日）」
【特許文献２】国際公開第０１／０８０６３８号パンフレット（２００３年７月２２日公
開）
【特許文献３】日本国公開特許公報「特開２００４‐３５２６７９号公報（公開日：２０
０４年１２月１６日）」
【発明の開示】
【０００５】
　しかしながら、上記従来の植物の糖度を向上する技術は簡便でない。土耕による高糖度
トマトの生産を行ない得るものは一部の熟練者に限定されている。また、養液栽培による
高糖度トマトの生産は、栽培管理をする上で特殊な技術及び特殊な生産装置を必要とする
。
【０００６】
　そこで、本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、糖度が向
上した植物を簡便に作出するための組成物及びそれを利用した技術を提供することにある
。
【０００７】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討を行なった。その結果、細胞内の酸
化還元状態を調節する物質を添加した培地（土壌及び土壌改良剤を含む）で植物体を生育
させる、又は植物体に直接塗布したり噴霧したりすると、当該植物体の糖度が向上すると
いう知見を見出した。本発明はこの全く新たな知見に基づいて成されたものであり、以下
の発明を包含する。
【０００８】
　本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物は、細胞内の酸化還元状態
を調節する物質（ただし過酸化水素を除く）を含有していることを特徴としている。
【０００９】
　本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物では、上記細胞内の酸化還
元状態を調節する物質が、グルタチオン、γ－グルタミルシステインシンセターゼをコー
ドするポリヌクレオチド、又はグルタチオン結合性プラスチド型フルクトース－１，６－
ビスリン酸アルドラーゼをコードするポリヌクレオチドであることがより好ましい。
【００１０】
　さらに、本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物では、上記細胞内
の酸化還元状態を調節する物質が酸化型グルタチオンであることがより好ましい。
【００１１】
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　また、本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するためのキットは、細胞内の酸化還
元状態を調節する物質（ただし過酸化水素を除く）を備えていることを特徴としている。
【００１２】
　また、本発明に係る糖度が向上した植物体の作出方法は、細胞内の酸化還元状態を調節
する物質（ただし過酸化水素を除く）を用いて植物体を栽培する工程を含むことを特徴と
している。
【００１３】
　また、本発明に係る作出方法により得られる植物体も本発明の範疇である。
【００１４】
　本発明の他の目的、特徴、および優れた点は、以下に示す記載によって十分分かるであ
ろう。また、本発明の利点は、添付図面を参照した次の説明で明白になるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】実施例２で得られたトマトの果実の糖度を測定した結果を示す。
【図２】図１に示した糖度の測定結果をＡＮＯＶＡ解析した結果を示す。
【図３】ＧＳＳＧ又はＧＳＨの処理日からの経過日数と糖度との関係を確認した結果を示
す図である。
【図４】３５Ｓ‐ＧＳＨ１の澱粉及びグルコースを測定した結果を示す。
【図５】実施例８で得られたオウトウの果実の糖度を測定した結果を示す。
【図６】実施例９で得られた温州ミカンの果実の糖度を測定した結果を示す。
【図７】実施例１０で得られたイチゴの果実の糖度を測定した結果を示す。
【図８】実施例１１で得られたスイートコーンの果実の糖度を測定した結果を示す。
【図９】配列番号１５～３６までの遺伝子系統樹を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　＜１．本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物＞
　本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物（以下、「本発明に係る組
成物」という。）は、細胞内の酸化還元状態を調節する物質を含有していればよい。
【００１７】
　本発明に係る組成物を用いれば、簡便に糖度が向上した植物体を作出することができる
。例えば、本発明に係る組成物を培地に包含させて、当該培地を用いて植物体を作出して
もよい。また、後述のように、細胞内の酸化還元状態を調節する物質がポリヌクレオチド
の場合は、従来公知の形質転換技術を用いて当該ポリヌクレオチドを植物に導入して、当
該植物を栽培するだけでよい。そのため、上述した土耕等の従来技術に比べて、熟練した
技、特殊な技術、特殊な生産装置等を要せず、糖度が向上した植物を極めて簡便に得るこ
とができる。
【００１８】
　このように細胞内の酸化還元状態を調節する物質を糖度が向上した植物の作出に用いる
という用途は、従来の当該物質の用途とは全く異なる新規の用途である。また、糖度が向
上した植物が得られるという効果は、従来の用途からは全く予測できなかった。このよう
に本発明は、本発明者らによる全く新たな発見に基づいて成されたものである。
【００１９】
　本明細書において「糖度が向上した植物体」とは、当該植物体の野生株に比べて糖度が
向上した植物体を意味する。換言すれば、「糖度が向上した植物体」は、野性株に比べて
高い糖度を有している。つまり、本発明に係る組成物は、野生株に比べて高い糖度を有す
る植物体を作出する用途の組成物であるともいえる。例えば、本発明に係る組成物を用い
て植物体を栽培すれば、本発明に係る組成物を用いずに栽培する場合に比べて、当該植物
体の糖度を向上させることができる。糖度については従来公知の方法で測定すればよく、
本実施例のように従来公知の糖度計を用いてもよい。
【００２０】
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　本明細書において「細胞内の酸化還元状態を調節する物質」とは、細胞内の酸化還元に
関与する物質の酸化及び還元を調節する物質を意味し、例えば、活性酸素の生じやすさ、
グルタチオンの絶対量、還元型グルタチオンと酸化型グルタチオンとの比、ニコチンアミ
ドアデニンジヌクレオチドリン酸の還元型（ＮＡＤ（Ｐ）Ｈ）の絶対量、ＮＡＤＰＨ／Ｎ
ＡＤＰ＋の比、チトクロムｃの酸化型／還元型の比、プラストキノン、ユビキノン等の電
子伝達鎖の構成要素の酸化／還元比で示される値を変化させる物質が包含される。なお、
細胞内で酸化還元に関与する物質は当該技術分野で既知であり、これらに限定されない。
また、上記値を変化させる物質としては、例えば、グルタチオンの合成又はグルタチオン
量に影響を与える物質、活性酸素の生成を促進または阻害する物質、ある化合物を酸化型
と還元型のいずれか一方への変化を促進または阻害する物質が例示される。
【００２１】
　本発明に係る組成物に含有される細胞内の酸化還元状態を調節する物質としては、上述
の意味に包含される物質である限り限定されないが、グルタチオンの合成又はグルタチオ
ン量に影響を与える物質が好ましく例示される。これらの物質であれば、より高い糖度の
植物を得ることができる。
【００２２】
　また、本明細書において「グルタチオンの合成又はグルタチオン量に影響を与える物質
」とは、細胞内のグルタチオン量を変化させる物質を意味し、グルタチオンを増加させる
物質が好ましく、例えば、グルタチオン自体、グルタチオンを合成する酵素、当該酵素を
コードするポリヌクレオチド等が挙げられる。
【００２３】
　また、細胞内の酸化還元状態を調節する物質としては、植物に接触させることで植物に
吸収させることができる物質と、植物のゲノム中に導入する物質とに分類することができ
る。もちろん、これらは単独で用いてもよく、併用してもよい。
【００２４】
　グルタチオンの合成又はグルタチオン量に影響を与える物質であって、植物に接触させ
ることで植物に吸収させることができる物質の具体例としては、グルタチオン、グルタチ
オン抱合体、活性酸素（例えば過酸化水素等）、活性窒素、ポリアミン、酸化チタン、ジ
ャスモン酸、サリチル酸、システイン、シスチン、重金属カドミウム、鉄イオンが例示で
きる。なお、ポリアミンは過酸化水素の原料となる。酸化チタンは光によって活性酸素を
生成する。システイン、シスチンはグルタチオンの前駆体である。重金属カドミウム、鉄
イオンについては、過剰投与することが好ましい。また、ここに例示した物質の中ではグ
ルタチオンが好ましい。また、グルタチオンには、還元型グルタチオン（以下、「ＧＳＨ
」という。）及び酸化型グルタチオン（以下、「ＧＳＳＧ」）があるが、本発明に係る組
成物に含有されるグルタチオンはＧＳＳＧであることがより好ましい。ＧＳＳＧであれば
、後述の実施例でも示すように、より糖度の高い植物を得ることができる。また、果実数
を増加させたり、実を肥大化させたりすることができる。
【００２５】
　また、グルタチオンの合成又はグルタチオン量に影響を与える物質であって、植物のゲ
ノム中に導入する物質の具体例として、例えば、γ－グルタミルシステインシンセターゼ
、これをコードするポリヌクレオチド（以下、「ＧＳＨ１遺伝子」という。）、グルタチ
オン結合性プラスチド型フルクトース－１，６－ビスリン酸アルドラーゼ、これをコード
するポリヌクレオチド（以下、「ＦＢＡ遺伝子」という。）を好ましく例示できる。
【００２６】
　ＧＳＨ１遺伝子の具体例としては特に限定されないが、例えば、ヒャクニチソウ（Genb
ank accession: AB158510）、イネ（Genbank accession: AJ508915）、タバコ（Genbank 
accession: DQ444219）等が知られており、これらも本発明に好適に用いることができる
。これらの遺伝子の翻訳産物も、シロイヌナズナと同様にＮ末端領域に葉緑体移行シグナ
ルペプチドを有している。
【００２７】
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　ただし、本発明においては、以下の（ａ）～（ｄ）を好ましく例示できる。
（ａ）配列番号１又は３に示されるアミノ酸配列からなるポリペプチドをコードするポリ
ヌクレオチド
（ｂ）配列番号１又は３に示されるアミノ酸配列において、１または数個のアミノ酸が欠
失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列からなり、γ－グルタミルシステインシンセタ
ーゼ活性を有するポリペプチドをコードするポリヌクレオチド
（ｃ）配列番号２又は４に示される塩基配列からなるポリヌクレオチド
（ｄ）上記（ａ）～（ｃ）のポリヌクレオチドのうちいずれかのポリヌクレオチドに相補
的な塩基配列からなるポリヌクレオチドとストリンジェントな条件下でハイブリダイズす
るポリヌクレオチド。
【００２８】
　なお、配列番号２は、配列番号１に示すアミノ酸配列からなるポリペプチドをコードす
る塩基配列の一例を示しており、配列番号４は、配列番号３に示すアミノ酸配列からなる
ポリペプチドをコードする塩基配列の一例を示している。
【００２９】
　ＦＢＡ遺伝子の具体例としては特に限定されないが、以下の（ｅ）～（ｈ）を好ましく
例示できる。
（ｅ）配列番号５、６及び１５～３６のうちのいずれかに示されるアミノ酸配列からなる
タンパク質をコードするポリヌクレオチド
（ｆ）配列番号５、６及び１５～３６のうちのいずれかに示されるアミノ酸配列において
、１または数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列からなり、グル
タチオン結合性プラスチド型フルクトース－１，６－ビスリン酸アルドラーゼ活性を有す
るタンパク質をコードするポリヌクレオチド
（ｇ）配列番号７及び３７～５６に示される塩基配列からなるポリヌクレオチド
（ｈ）上記（ｅ）～（ｇ）のポリヌクレオチドのうちいずれかのポリヌクレオチドに相補
的な塩基配列からなるポリヌクレオチドとストリンジェントな条件下でハイブリダイズす
るポリヌクレオチド。
【００３０】
　配列番号５に示すアミノ酸配列からなるタンパク質のｃＤＮＡ配列を配列番号８に示す
。配列番号８に示される塩基配列のうち、第１４５位～第１４７位が開始コドンであり、
第１３１８位～第１３２０位は終止コドンである。すなわち、シロイヌナズナＦＢＡ１遺
伝子は、配列番号８に示される塩基配列のうち、第１４５位～第１３２０位をオープンリ
ーディングフレーム（ＯＲＦ）として有している。
【００３１】
　配列番号６に示すアミノ酸配列からなるタンパク質をコードする塩基配列の一例を配列
番号９に示す。配列番号９において、第１０４位～第１３００位が配列番号６に示すアミ
ノ酸配列からなるタンパク質をコードする領域である。なお、配列番号６において、第１
位のメチオニンから第４８位のアラニンまでで構成されるペプチドは葉緑体移行ペプチド
である。
【００３２】
　配列番号７に示される塩基配列は、シロイヌナズナＦＢＡ１遺伝子のＯＲＦの塩基配列
である。なお、シロイヌナズナのＦＢＡ１遺伝子の塩基配列と相同性を有する遺伝子とし
ては、イネのゲノム上に見出される遺伝子（dbj|BAB55475.1）を挙げることができる。
【００３３】
　また、配列番号３７～５６は、それぞれ配列番号１５～３４に示すアミノ酸配列をコー
ドするＤＮＡ配列の一例である。
【００３４】
　また、参考までに配列番号１５～３６に示すアミノ酸配列の系統樹を図９に示す。
【００３５】
　なお、これらの配列番号に示されるアミノ酸配列又はＤＮＡ配列が葉緑体移行シグナル
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に相当する領域を含む場合、当該領域は、他のタンパク質の葉緑体移行シグナルに置換可
能であることを当業者は容易に理解できる。
【００３６】
　ここで「１または数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加された」とは、部位特異的
突然変異誘発法等の公知の変異ペプチド作製法により欠失、置換もしくは付加できる程度
の数（好ましくは１０個以下、より好ましくは７個以下、さらに好ましくは５個以下）の
アミノ酸が欠失、置換もしくは付加されることを意味する。このような変異タンパク質は
、公知の変異ポリペプチド作製法により人為的に導入された変異を有するタンパク質に限
定されるものではなく、天然に存在するタンパク質を単離精製したものであってもよい。
【００３７】
　タンパク質のアミノ酸配列中のいくつかのアミノ酸が、このタンパク質の構造または機
能に有意に影響することなく容易に改変され得ることは、当該分野において周知である。
さらに、人為的に改変させるだけでなく、天然のタンパク質において、当該タンパク質の
構造または機能を有意に変化させない変異体が存在することもまた周知である。
【００３８】
　好ましい変異体は、保存性もしくは非保存性アミノ酸置換、欠失、または添加を有する
。好ましくは、サイレント置換、添加、および欠失であり、特に好ましくは、保存性置換
である。これらは、本発明に係るポリペプチド活性を変化させない。
【００３９】
　代表的に保存性置換と見られるのは、脂肪族アミノ酸Ａｌａ、Ｖａｌ、Ｌｅｕ、および
Ｉｌｅの中での１つのアミノ酸の別のアミノ酸への置換、ヒドロキシル残基Ｓｅｒおよび
Ｔｈｒの交換、酸性残基ＡｓｐおよびＧｌｕの交換、アミド残基ＡｓｎおよびＧｌｎの間
の置換、塩基性残基ＬｙｓおよびＡｒｇの交換、ならびに芳香族残基Ｐｈｅ、Ｔｙｒの間
の置換である。
【００４０】
　本明細書において「ストリンジェントな条件」とは、少なくとも９０％の同一性、好ま
しくは少なくとも９５％の同一性、最も好ましくは少なくとも９７％の同一性が配列間に
存在するときにのみハイブリダイゼーションが起こることを意味する。具体的には、例え
ば、ハイブリダイゼーション溶液（５０％ホルムアミド、５×ＳＳＣ（１５０ｍＭのＮａ
Ｃｌ、１５ｍＭのクエン酸三ナトリウム）、５０ｍＭのリン酸ナトリウム（ｐＨ７．６）
、５×デンハート液、１０％硫酸デキストラン、および２０μｇ／ｍｌの変性剪断サケ精
子ＤＮＡを含む）中にて４２℃で一晩インキュベーションした後、約６５℃にて０．１×
ＳＳＣ中でフィルターを洗浄する条件を挙げることができる。ハイブリダイゼーションは
、Sambrookら、Molecular Cloning, A Laboratory Manual, 3rd Ed., Cold Spring Harbo
r Laboratory（2001）に記載されている方法のような周知の方法で行なうことができる。
通常、温度が高いほど、塩濃度が低いほどストリンジェンシーは高くなり（ハイブリダイ
ズし難くなる）、より相同性の高いポリヌクレオチドを取得することができる。
【００４１】
　本発明に係る組成物において上述のポリヌクレオチドを包含する場合、本発明に係る組
成物は、当該ポリヌクレオチドを備える発現ベクターを含有するものであってもよい。発
現ベクターの構築方法としては、従来公知の方法を使用してもよく特に限定されるもので
はない。
【００４２】
　発現ベクターの母体となるベクターとしては、従来公知の種々のベクターを用いること
ができる。例えば、プラスミド、ファージ、又はコスミド等を用いることができ、導入さ
れる植物細胞又は導入方法に応じて適宜選択することができる。具体的には、例えば、ｐ
ＢＲ３２２、ｐＢＲ３２５、ｐＵＣ１９、ｐＵＣ１１９、ｐＢｌｕｅｓｃｒｉｐｔ、ｐＢ
ｌｕｅｓｃｒｉｐｔＳＫ、ｐＢＩ系のベクター等を挙げることができる。特に、本発明に
係る組成物を用いて、上述のポリヌクレオチドを備えるベクターを、アグロバクテリウム
法により植物体に導入する場合、ｐＢＩ系のバイナリーベクターを用いることが好ましい
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。ｐＢＩ系のバイナリーベクターとしては、具体的には、例えば、ｐＢＩＧ、ｐＢＩＮ１
９、ｐＢＩ１０１、ｐＢＩ１２１、ｐＢＩ２２１等を挙げることができる。
【００４３】
　上記プロモーターは、植物体内で遺伝子を発現させることが可能なプロモーターであれ
ば特に限定されるものではなく、公知のプロモーターを好適に用いることができる。かか
るプロモーターとしては、例えば、カリフラワーモザイクウイルス３５Ｓプロモーター（
ＣａＭＶ３５Ｓ）、アクチンプロモーター、ノパリン合成酵素のプロモーター、タバコの
ＰＲ１ａ遺伝子プロモーター、トマトのリブロース１，５－二リン酸カルボキシラーゼ・
オキシダーゼ小サブユニットプロモーター等を挙げることができる。この中でも、カリフ
ラワーモザイクウイルス３５Ｓプロモーター又はアクチンプロモーターをより好ましく用
いることができる。上記各プロモーターを用いれば、得られる発現ベクターでは、植物細
胞内に導入されたときに任意の遺伝子を強く発現させることが可能となる。
【００４４】
　上記プロモーターは、転写因子をコードする遺伝子を発現しうるように連結され、ベク
ター内に導入されていればよく、発現ベクターとしての具体的な構造は特に限定されるも
のではない。
【００４５】
　上記発現ベクターは、上記プロモーター及び上述のポリヌクレオチドに加えて、さらに
他のＤＮＡセグメントを含んでいてもよい。当該他のＤＮＡセグメントは特に限定される
ものではないが、ターミネーター、選択マーカー、エンハンサー、翻訳効率を高めるため
の塩基配列等を挙げることができる。また、上記発現ベクターは、さらにＴ－ＤＮＡ領域
を有していてもよい。Ｔ－ＤＮＡ領域は特にアグロバクテリウムを用いて上記発現ベクタ
ーを植物体に導入する場合に遺伝子導入の効率を高めることができる。
【００４６】
　ターミネーターは転写終結部位としての機能を有していれば特に限定されるものではな
く、公知のものであってもよい。例えば、具体的には、ノパリン合成酵素遺伝子の転写終
結領域（Ｎｏｓターミネーター）、カリフラワーモザイクウイルス３５Ｓの転写終結領域
（ＣａＭＶ３５Ｓターミネーター）等を好ましく用いることができる。この中でもＮｏｓ
ターミネーターをより好ましく用いることができる。上記発現ベクターにおいては、ター
ミネーターを適当な位置に配置することにより、植物細胞に導入された後に、不必要に長
い転写物を合成したり、強力なプロモーターがプラスミドのコピー数を減少させたりする
ような現象の発生を防止することができる。
【００４７】
　上記選択マーカーとしては、例えば薬剤耐性遺伝子を用いることができる。かかる薬剤
耐性遺伝子の具体的な一例としては、例えば、ハイグロマイシン、ブレオマイシン、カナ
マイシン、ゲンタマイシン、クロラムフェニコール等に対する薬剤耐性遺伝子を挙げるこ
とができる。これにより、上記抗生物質を含む培地中で生育する植物体を選択することに
よって、形質転換された植物体を容易に選別することができる。
【００４８】
　上記翻訳効率を高めるためのポリヌクレオチドとしては、例えばタバコモザイクウイル
ス由来のｏｍｅｇａ配列を挙げることができる。このｏｍｅｇａ配列をプロモーターの非
翻訳領域（５’ＵＴＲ）に配置させることによって、上記転写因子をコードする遺伝子の
翻訳効率を高めることができる。このように、上記発現ベクターには、その目的に応じて
、さまざまなＤＮＡセグメントを含ませることができる。
【００４９】
　発現ベクターを構築する具体的な方法としては、適宜選択された母体となるベクターに
、上記プロモーター及び上述のポリヌクレオチド、並びに必要に応じて上記他のＤＮＡセ
グメントを所定の順序となるように導入する方法が例示される。また、上記ポリヌクレオ
チドとプロモーターと（必要に応じてターミネーター等）とを連結して発現カセットを構
築し、これをベクターに導入すればよい。発現カセットの構築では、例えば、各ＤＮＡセ
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グメントの切断部位を互いに相補的な突出末端としておき、ライゲーション酵素で反応さ
せることで、当該ＤＮＡセグメントの順序を規定することが可能となる。なお、発現カセ
ットにターミネーターが含まれる場合には、上流から、プロモーター、Ｎ‐アセチルグル
コサミン転移酵素をコードするポリヌクレオチド、ターミネーターの順となっていればよ
い。また、発現ベクターを構築するための試薬類、すなわち制限酵素及びライゲーション
酵素等の種類についても特に限定されるものではなく、市販のものを適宜選択して用いれ
ばよい。
【００５０】
　また、上記発現ベクターの増殖方法（生産方法）も特に限定されるものではなく、従来
公知の方法を用いることができる。一般的には大腸菌をホストとして当該大腸菌内で増殖
させればよい。このとき、ベクターの種類に応じて、好ましい大腸菌の種類を選択しても
よい。
【００５１】
　以上に例示した物質は、単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００５２】
　本発明に係る組成物に含まれる、細胞内の酸化還元状態を調節する物質として、植物に
接触させることで植物に吸収させることができる物質を包含する場合、その量は特に限定
されるものではないが、０．０１ｍＭ～２０ｍＭが好ましく、０．１ｍＭ～２ｍＭがさら
に好ましく、この範囲であれば、作出される植物の糖度をより向上させることができる。
なお、この濃度は、適用する植物の種類、目的とする糖度の値等に応じて適宜変更しても
よい。
【００５３】
　本発明に係る組成物には、本発明に係る組成物の作用効果が損なわれない範囲で他の成
分を含有させてもよい。例えば、本発明に係る組成物が、細胞内の酸化還元状態を調節す
る物質として、植物に接触させることで植物に吸収させることができる物質を包含する場
合、水、従来公知の液体担体等に溶解して、液剤、乳剤、ゲル状剤等の形態で提供しても
よい。そのような液体担体としては、キシレン等の芳香族炭化水素類；エタノール、エチ
レングリコール等のアルコール類；アセトン等のケトン類；ジオキサン、テトラヒドロフ
ラン等のエーテル類；ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、アセトニトリル等
を例示できるが、これらに限定されない。また、細胞内の酸化還元状態を調節する物質を
固形の担体成分に担持させて、固形剤、粉剤等としてもよい。そのような固形の担体成分
としては、タルク、クレー、バーミキュライト、珪藻土、カオリン、炭酸カルシウム、水
酸化カルシウム、白土、シリカゲル等の無機物；小麦粉、澱粉等の有機物等を例示できる
が、これらに限定されない。また、本発明に係る組成物には、他の補助剤を適宜配合する
ことができる。そのような補助剤として、例えばアルキル硫酸エステル類、アルキルスル
ホン酸塩、アルキルアリールスルホン酸塩、ジアルキルスルホコハク酸塩等の陰イオン界
面活性剤；高級脂肪族アミンの塩類等の陽イオン界面活性剤；ポリオキシエチレングリコ
ールアルキルエーテル、ポリオキシエチレングリコールアシルエステル、ポリオキシエチ
レングリコール多価アルコールアシルエステル、セルロース誘導体等の非イオン界面活性
剤；ゼラチン、カゼイン、アラビアゴム等の増粘剤；増量剤、結合剤等が挙げられる。
【００５４】
　本発明に係る組成物の使用方法としては、特に限定されるものではない。例えば、本発
明に係る組成物が、細胞内の酸化還元状態を調節する物質として、植物に接触させること
で植物に吸収させることができる物質を包含する場合、液剤等の場合、植物を生育させる
ときに用いる培地等に含有させてもよいし、生長点、芽、葉、茎等の植物体の一部又は全
体に散布、滴下、塗布してもよい。なお、本明細書において植物を成育させるときに用い
る「培地」には、土壌、土壌改良剤を含むものとする。
【００５５】
　また、固形剤等の場合、植物を生育させるときに用いる培地に含有させてもよいし、水
上栽培する植物に適用する場合に水中に入れて徐々に溶解させてもよい。水に溶解させる
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ための固形剤等として提供して、使用するときに水に溶解させるようにしてもよい。また
、本発明に係る組成物を、従来公知の肥料、植物ホルモン等の薬剤と混合して植物に与え
てもよい。
【００５６】
　本発明に係る組成物を植物に投与する時期は特に限定されるものではない。例えば、本
発明に係る組成物を、植物の種子を播種した時点から与えてもよい。具体的には、トマト
等のように播種後２ヶ月～半年弱程度で果実を実らせる植物に本発明に係る組成物を与え
る場合、播種した日に与えてもよく、好ましくは播種した日～播種後３０日の間、より好
ましくは播種した日～６０日の間、さらに好ましくは播種した日から収穫の日まで、定期
的に与えることがさらに好ましい。この場合、本発明に係る組成物を与える間隔としては
特に限定されないが、一週間に１回～４回が好ましく、２～３回がより好ましい。投与量
としては、特に限定されず、植物の種類に応じて適宜設定すればよいが、例えばトマト等
の場合、１回の投与で１株当たり細胞内の酸化還元状態を調節する物質が０．００１ｍｍ
ｏｌ以上０．１ｍｍｏｌ以下となるように投与することが好ましく、０．０１ｍｍｏｌ以
上０．０５ｍｍｏｌ以下とすることがより好ましい。なお、上述のように本発明に係る組
成物を培地に含有させるときは、当該培地に植物の種子を播種した時点から、又は当該培
地に植物の苗等を植え替えた時点から、当該植物に本発明に係る組成物が投与されること
となる。
【００５７】
　また、播種した後であって、苗を作出した後等、ある程度生育させた後から、所定の期
間、本発明に係る組成物を投与してもよい。例えば、スイートコーン等のいね科植物に本
発明に係る組成物を投与する場合、苗を育てた後に、本発明に係る組成物を投与してもよ
い。この場合、作出した苗を植える培地に予め本発明に係る組成物を含有させていてもよ
く、当該培地に苗を植えた後、定期的に本発明に係る組成物を培地に投与してもよい。苗
を植え替えた後に、本発明に係る組成物を培地に投与する場合、より具体的な投与の時期
としては特に限定されないが、例えば、苗を植え替えた後から、収穫するまでの間に、一
週間に１回～４回与えることが好ましく、２～３回がより好ましい。投与量としては、特
に限定されず、植物の種類に応じて適宜設定すればよいが、例えばスイートコーン等の場
合、１回の投与で１株当たり細胞内の酸化還元状態を調節する物質が０．００１ｍｍｏｌ
以上０．１ｍｍｏｌ以下となるように投与することが好ましく、０．０１ｍｍｏｌ以上０
．０５ｍｍｏｌ以下とすることがより好ましい。
【００５８】
　また、花をつける時期に基づいて、本発明に係る組成物を与える時期を設定してもよい
。例えば、つぼみの時期に投与してもよいし、花弁が散った後に投与してもよいし、つぼ
みの時期から果実が実るまでの間、開花した時期から果実が実るまでの間、花弁が散って
から果実が実るまでの間に、本発明に係る組成物を投与してもよい。後述の実施例のよう
に本発明に係る組成物をブドウに投与するときは、花序に与えてもよい。なお、この実施
例では、種無しブドウを作出するための植物ホルモン（ジベレリン）の投与時期に従って
、当該植物ホルモンに混合して与えている。
【００５９】
　また、収穫時期から逆算して、本発明に係る組成物を与える時期を設定してもよい。例
えば、収穫の時期から１０日前から与えたり、２０日前から与えたりする等のように設定
してもよい。
【００６０】
　このように、栽培している間に本発明に係る組成物を投与する場合、上述のように肥料
及び／又は植物ホルモン等の薬剤と当該組成物とを混合して植物に投与してもよい。この
場合、当該肥料等と組成物との混合物を与える時期としては特に限定されず、上述の例示
に従ってもよいし、肥料等を与える好ましい時期に従ってもよい。
【００６１】
　また、本発明に係る組成物が、細胞内のグルタチオンを増加させる物質として、上述の
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ポリヌクレオチドのように、植物のゲノム中に導入する物質を含有するものである場合、
従来公知の形質転換方法を用いて当該ポリヌクレオチドが植物体のゲノム中に導入される
ように使用すればよい。また、例えば、本発明に係る組成物は、これらのポリヌクレオチ
ドを含有するものであって、従来公知の植物発現ベクターを用いて植物体に導入されるも
のであってもよく、これらのポリヌクレオチドを備えるベクターを含有するものであって
もよい。
【００６２】
　また、本発明に係る組成物における、上述したポリヌクレオチドの含有量は特に限定さ
れない。また、これらのポリヌクレオチドは、一般にポリヌクレオチドを保存するために
用いられる緩衝液等に溶解しておいてもよい。
【００６３】
　植物細胞へのベクターの導入には、当業者に公知の形質転換方法（例えば、アグロバク
テリウム法、パーティクルガン法、ポリエチレングリコール法、エレクトロポレーション
法など）が用いられる。例えば、アグロバクテリウム法を用いる場合は、構築した植物用
発現ベクターを適当なアグロバクテリウム（例えば、アグロバクテリウム・ツメファシエ
ンス（Agrobacterium tumefaciens））に導入し、この株をリーフディスク法（内宮博文
著，植物遺伝子操作マニュアル，１９９０，２７－３１ｐｐ，講談社サイエンティフィッ
ク，東京）などにしたがって無菌培養葉片に感染させ、形質転換植物を得ることができる
。なお、パーティクルガン法を用いる場合は、植物体、植物器官、植物組織自体をそのま
ま使用してもよく、切片を調製した後に使用してもよく、プロトプラストを調製して使用
してもよい。このように調製した試料を遺伝子導入装置（例えばＰＤＳ－１０００（ＢＩ
Ｏ－ＲＡＤ社）など）を用いて処理することができる。処理条件は植物または試料によっ
て異なるが、通常は４５０～２０００ｐｓｉ程度の圧力、４～１２ｃｍ程度の距離で行な
う。
【００６４】
　目的の遺伝子が導入された細胞または植物組織は、まずカナマイシン耐性、ハイグロマ
イシン耐性などの薬剤耐性マーカーで選択され、次いで定法によって植物体に再生される
。形質転換細胞から植物体の再生は、植物細胞の種類に応じて当業者に公知の方法で行な
うことが可能である。
【００６５】
　目的の遺伝子が植物に導入されたか否かの確認は、ＰＣＲ法、サザンハイブリダイゼー
ション法、ノーザンハイブリダイゼーション法などによって行なうことができる。例えば
、形質転換植物からＤＮＡを調製し、導入されたＤＮＡに特異的プライマーを設計してＰ
ＣＲを行なう。その後、増幅産物についてアガロースゲル電気泳動、ポリアクリルアミド
ゲル電気泳動またはキャピラリー電気泳動などを行ない、臭化エチジウムなどによって染
色し、目的の増幅産物を検出することによって、形質転換されたことを確認することがで
きる。
【００６６】
　ゲノム内に目的の遺伝子が導入された形質転換植物体がいったん得られれば、当該植物
体から有性生殖または無性生殖により子孫を得ることができる。また、当該植物体又はそ
の子孫あるいはクローンから繁殖材料（例えば、種子、プロトプラストなど）を得て、そ
れらを基に目的の植物体を量産することも可能である。
【００６７】
　本発明において形質転換の対象となる植物は、植物体全体、植物器官（例えば葉、花弁
、茎、根、種子など）、植物組織（例えば表皮、師部、柔組織、木部、維管束、柵状組織
、海綿状組織など）または植物培養細胞、あるいは種々の形態の植物細胞（例えば、懸濁
培養細胞）、プロトプラスト、葉の切片、カルスなどのいずれをも意味する。形質転換に
用いられる植物としては、特に限定されず、目的の遺伝子が発現可能な植物を適宜選択す
ればよい。
【００６８】
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　なお、上述のポリヌクレオチドはシロイヌナズナ由来のものであるが、例えば、タバコ
、ポプラ、レモンなどは、シロイヌナズナの遺伝子で形質転換植物を作出し得ることが報
告されており、このような報告も本発明の組成物の使用方法として参考にできる（Franke
 R, McMichael CM, Meyer K, Shirley AM, Cusumano JC, Chapple C. (2000) Modified l
ignin in tobacco and poplar plants over-expressing the Arabidopsis gene encoding
 ferulate 5-hydroxylase. Plant J. 22: 223-234; Pena L, Martin-Trillo M, Juarez J
, Pina JA, Navarro L, Martinez-Zapater JM. (2001) Constitutive expression of Ara
bidopsis LEAFY or APETALA1 genes in citrus reduces their generation time. Nat Bi
otechnol. 19: 263-267）。
【００６９】
　本発明に係る組成物の対象となる植物としては、特に制限されるものではなく、種々の
単子葉植物、双子葉植物、樹木等の植物全般に適用することができる。例えば、単子葉植
物としては、例えばウキクサ属植物（ウキクサ）及びアオウキクサ属植物（アオウキクサ
，ヒンジモ）が含まれるうきくさ科植物；カトレア属植物、シンビジウム属植物、デンド
ロビューム属植物、ファレノプシス属植物、バンダ属植物、パフィオペディラム属植物、
オンシジウム属植物等が含まれる、らん科植物；がま科植物、みくり科植物、ひるむしろ
科植物、いばらも科植物、ほろむいそう科植物、おもだか科植物、とちかがみ科植物、ほ
んごうそう科植物、いね科植物（スイートコーン等のトウモロコシ等）、かやつりぐさ科
植物、やし科植物、さといも科植物、ほしぐさ科植物、つゆくさ科植物、みずあおい科植
物、いぐさ科植物、びゃくぶ科植物、ゆり科植物、ひがんばな科植物、やまのいも科植物
、あやめ科植物、ばしょう科植物、しょうが科植物、かんな科植物、ひなのしゃくじょう
科植物等を例示することができる。
【００７０】
　また、双子葉植物としては、例えばアサガオ属植物（アサガオ）、ヒルガオ属植物（ヒ
ルガオ，コヒルガオ，ハマヒルガオ）、サツマイモ属植物（グンバイヒルガオ、サツマイ
モ）、ネナシカズラ属植物（ネナシカズラ、マメダオシ）が含まれるひるがお科植物；ナ
デシコ属植物（カーネーション等）、ハコベ属植物、タカネツメクサ属植物、ミミナグサ
属植物、ツメクサ属植物、ノミノツヅリ属植物、オオヤマフスマ属植物、ワチガイソウ属
植物、ハマハコベ属植物、オオツメクサ属植物、シオツメクサ属植物、マンテマ属植物、
センノウ属植物、フシグロ属植物、ナンバンハコベ属植物が含まれるなでしこ科植物；も
くまもう科植物、どくだみ科植物、こしょう科植物、せんりょう科植物、やなぎ科植物、
やまもも科植物、くるみ科植物、かばのき科植物、ぶな科植物、にれ科植物、くわ科植物
、いらくさ科植物、かわごけそう科植物、やまもがし科植物、ぼろぼろのき科植物、びゃ
くだん科植物、やどりぎ科植物、うまのすずくさ科植物、やっこそう科植物、つちとりも
ち科植物、たで科植物、あかざ科植物、ひゆ科植物、おしろいばな科植物、やまとぐさ科
植物、やまごぼう科植物、つるな科植物、すべりひゆ科植物、もくれん科植物、やまぐる
ま科植物、かつら科植物、すいれん科植物、まつも科植物、きんぽうげ科植物、あけび科
植物、めぎ科植物、つづらふじ科植物、ろうばい科植物、くすのき科植物、けし科植物、
ふうちょうそう科植物、あぶらな科植物、もうせんごけ科植物、うつぼかずら科植物、べ
んけいそう科植物、ゆきのした科植物、とべら科植物、まんさく科植物、すずかけのき科
植物、ばら科植物、まめ科植物、かたばみ科植物、ふうろそう科植物、あま科植物、はま
びし科植物、みかん科植物、にがき科植物、せんだん科植物、ひめはぎ科植物、とうだい
ぐさ科植物、あわごけ科植物、つげ科植物、がんこうらん科植物、どくうつぎ科植物、う
るし科植物、もちのき科植物、にしきぎ科植物、みつばうつぎ科植物、くろたきかずら科
植物、かえで科植物、とちのき科植物、むくろじ科植物、あわぶき科植物、つりふねそう
科植物、くろうめもどき科植物、ぶどう科植物、ほるとのき科植物、しなのき科植物、あ
おい科植物、あおぎり科植物、さるなし科植物、つばき科植物、おとぎりそう科植物、み
ぞはこべ科植物、ぎょりゅう科植物、すみれ科植物、いいぎり科植物、きぶし科植物、と
けいそう科植物、しゅうかいどう科植物、さぼてん科植物、じんちょうげ科植物、ぐみ科
植物、みそはぎ科植物、ざくろ科植物、ひるぎ科植物、うりのき科植物、のぼたん科植物
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、ひし科植物、あかばな科植物、ありのとうぐさ科植物、すぎなも科植物、うこぎ科植物
、せり科植物、みずき科植物、いわうめ科植物、りょうぶ科植物、いちやくそう科植物、
つつじ科植物、やぶこうじ科植物、さくらそう科植物、いそまつ科植物、かきのき科植物
、はいのき科植物、えごのき科植物、もくせい科植物、ふじうつぎ科植物、りんどう科植
物、きょうちくとう科植物、ががいも科植物、はなしのぶ科植物、むらさき科植物、くま
つづら科植物、しそ科植物、なす科植物（トマト等）、ごまのはぐさ科植物、のうぜんか
ずら科植物、ごま科植物、はまうつぼ科植物、いわたばこ科植物、たぬきも科植物、きつ
ねのまご科植物、はまじんちょう科植物、はえどくそう科植物、おおばこ科植物、あかね
科植物、すいかずら科植物、れんぷくそう科植物、おみなえし科植物、まつむしそう科植
物、うり科植物、ききょう科植物、きく科植物等を例示できる。
【００７１】
　また、本発明には、糖度が向上した植物体を作出するためのキット（以下、「本発明に
係るキット」という。）が包含される。本発明に係るキットは、細胞内の酸化還元状態を
調節する物質（例えば、グルタチオン、γ－グルタミルシステインシンセターゼをコード
するポリヌクレオチド、又はグルタチオン結合性プラスチド型フルクトース－１，６－ビ
スリン酸アルドラーゼをコードするポリヌクレオチド）を備えていればよい。また、本発
明に係るキットは、これらの物質以外の他の成分を備えていてもよい。細胞内の酸化還元
状態を調節する物質、及び上記他の成分は、適切な容量及び／又は形態で含有した一つの
容器として提供してもよいし、それぞれ別の容器により提供してもよい。また、植物を生
育させるための器具、培地等を備えていてもよい。また、本発明に係るキットは、上述の
ポリヌクレオチドを備える場合、当該ポリヌクレオチドを発現させる発現ベクターの母体
となるベクターを、当該ポリヌクレオチドとは別の容器に入れておいてもよいし、予め当
該ベクターに当該ポリヌクレオチドを挿入したものを備えていてもよい。また、従来公知
の植物の形質転換法に用いる試薬等を備えていてもよい。
【００７２】
　＜２．本発明に係る糖度が向上した植物体の作出方法＞
　本発明に係る糖度が向上した植物体の作出方法（以下、「本発明に係る作出方法」とい
う。）は、細胞内の酸化還元状態を調節する物質（例えば、グルタチオン、γ－グルタミ
ルシステインシンセターゼをコードするポリヌクレオチド、又はグルタチオン結合性プラ
スチド型フルクトース－１，６－ビスリン酸アルドラーゼをコードするポリヌクレオチド
）を用いて植物体を栽培する工程を含めばよい。
【００７３】
　上記工程としては、例えば、細胞内の酸化還元状態を調節として、植物に接触させるこ
とで植物に吸収させることができる物質を用いる場合、当該物質を当該植物に吸収させれ
ばよい。細胞内の酸化還元状態を調節する物質を植物に吸収させる方法としては特に限定
されず、例えば、細胞内の酸化還元状態を調節する物質を含有する培地（土壌及び土壌改
良剤を含む）で植物を栽培することにより根から吸収させてもよいし、植物を栽培する間
に細胞内の酸化還元状態を調節する物質を吹き付けたり、塗布したりして植物体が当該物
質を吸収するようにしてもよい。また、イオン交換樹脂等の吸着体に細胞内の酸化還元状
態を調節する物質を吸着させて、これを土壌に埋設する等、培地中に配置した上で、当該
植物体を栽培してもよい。
【００７４】
　また、例えば、細胞内の酸化還元状態を調節として、上述のポリヌクレオチドのように
、植物のゲノム中に導入する物質を用いる場合、これを植物に吸収させるのではなく、予
め植物に導入して形質転換を行ない、得られた形質転換植物を生育させてもよい。ポリヌ
クレオチドを植物に導入する方法については、上述の本発明に係る組成物の説明に準じる
。
【００７５】
　本発明に係る作出方法により得られた植物体も本発明の範疇である。かかる植物体は、
細胞内の酸化還元状態を調節する物質の、植物体中の量及び割合のうちの少なくとも一方
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を調べることにより、簡易に調べることができ、本発明の方法以外の方法で得られた植物
体と明確に区別できる。該物質の量・濃度を調べる方法以外にも、例えば、ＤＮＡマイク
ロアレイ等を用いて遺伝子発現パターンを比較することによっても調べることができる。
該物質としてＧＳＳＧを用いた場合、例えば、ＧＳＳＧを投与して栽培した植物体の遺伝
子発現パターンを予め調べ、他の方法で栽培された植物体のそれと比較して、ＧＳＳＧを
投与した場合に特有の発現パターン（ＧＳＳＧ発現パターン）を特定しておく。そして、
調査対象の植物体の発現パターンを調べ、上記ＧＳＳＧ発現パターンと比較することによ
り、簡便に調べることができる。さらに他の例として、グルタチオン結合タンパク質の２
次元電気泳動像から予め調べたパターン変化と比較することによって、ＧＳＳＧを投与し
たか否かを判断することができる。また、上述のポリヌクレオチドを用いる場合、植物内
における当該ポリヌクレオチドをＰＣＲ法、サザンハイブリダイゼーション法、ノーザン
ハイブリダイゼーション法等によって確認することで、本発明に係る植物体を他の植物と
区別することができる。
【００７６】
　以下に実施例を示し、本発明の実施の形態についてさらに詳しく説明する。もちろん、
本発明は以下の実施例に限定されるものではなく、細部については様々な態様が可能であ
ることはいうまでもない。さらに、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく
、請求項に示した範囲で種々の変更が可能であり、それぞれ開示された技術的手段を適宜
組み合わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。また、本明細
書中に記載された文献の全てが、本明細書中において参考として援用される。
【実施例】
【００７７】
　＜実施例１．トマトの作出＞
　本実施例では、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを用いてトマトを育種した。具体的には次の通りで
ある。
【００７８】
　まず、トマトの苗（タキイ種苗社製、品名：王様トマト　麗夏）を、水耕栽培用鉢（２
千分の１アール）に植え替えた。水耕栽培用鉢内には、下層バーミキュライト（旭工業株
式会社製）６Ｌ、中層クレハ園芸培土（株式会社クレハ製）３Ｌ、上層バーミキュライト
３Ｌを重層させた。
【００７９】
　トマトを生育させる間、一株当たり０．５ｍＭ ＧＳＳＧ又は０．５ｍＭ ＧＳＨ（０．
１Ｎ ＮａＯＨを用いてｐＨ７に調整）を５０ｍＬ／週・２回、根元に投与して、芽かき
をせずに６０日間生育させた。また、最後の１０日間を果実を収穫する対象期間とした。
また、比較のため、ＧＳＳＧ及びＧＳＨのいずれも与えなかった以外は、同じ条件でトマ
トを生育させた。なお、いずれの条件においても、追肥として、くみあい燐硝安加里Ｓ‐
６０４号（チッソ旭肥料株式会社製）３ｇを２週に１回与えた。
【００８０】
　次に、収穫した果実の糖度等について官能試験を行なった。その結果、ＧＳＳＧ及びＧ
ＳＨのいずれも与えなかった場合に比べて、ＧＳＳＧを与えて得た果実では、糖度の増加
が確認された。また果実数の増加が確認された。ＧＳＨを与えて得た果実では、糖度の増
加が確認された。また酸味の増加が確認された。
【００８１】
　以上の結果から、ＧＳＳＧ、ＧＳＨを含む培地を用いてトマトを生育させることで、糖
度が増加したトマトを作出できることが示された。
【００８２】
　＜実施例２．糖度の測定＞
　実施例１に記載の方法でＧＳＳＧ又はＧＳＨを与えてトマトを生育させた。得られた果
実の糖度をポケット糖度計ＡＰＡＬ‐１（株式会社アタゴ製）を用いて測定した。
【００８３】
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　また、比較のため２通りの条件でトマトを生育させた。それぞれ「Ｃｏｎｔ」、「Ｃｏ
ｎｔ２ Ｓｕｎｎｙ」と表記する。Ｃｏｎｔでは、ＧＳＳＧ及びＧＳＨのいずれも与えな
い以外は実施例１と同じ方法でトマトを生育させた。Ｃｏｎｔ２ Ｓｕｎｎｙでは、ＧＳ
ＳＧ及びＧＳＨのいずれも与えず、照度１００％となるように、１個体のみ独立にし、太
陽光が十分当たるように配置して生育させた。なお、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを与えた系及び
Ｃｏｎｔでは、それぞれの株を４０ｃｍ～５０ｃｍの間隔で植えた。そのため、別の株が
他の株に当たる光をさえぎる場合があるので、これらの株に照射される光の照度は１００
％より低くなる。
【００８４】
　なお、ＧＳＳＧを与えた条件、ＧＳＨを与えた条件、Ｃｏｎｔの条件では３個体ずつ生
育させて、Ｃｏｎｔ２ Ｓｕｎｎｙでは１個体生育させた。
【００８５】
　結果を図１及び２に示す。図１は、本実施例で得られたトマトの果実の糖度を測定した
結果を示し、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）、横軸が生育の条件を示す。また、図１
中の＊は、上記対象期間の間に果実が得られなかったことを示す。図２は、図１に示した
糖度の測定結果をＡＮＯＶＡ解析した結果を示し、縦軸が糖度、横軸が生育の条件を示す
。また、図２中の各棒の上に記載したアルファベット文字は、ＡＮＯＶＡ解析のグループ
分けにおいて同じグループに属することを示している。なお、ＡＮＯＶＡ解析については
、ＳｔａｔＶｉｅｗ５．０（ＳＡＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ．製）を用いて行ない、
有意差水準５％で検定した。
【００８６】
　図１及び２に示すように、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを与えることで、Ｃｏｎｔはもとより、
太陽光を十分に照射したトマトの果実よりも、有意に糖度が向上したトマトが得られた。
中でもＧＳＳＧを与えることで極めて高い糖度のトマトが得られた。
【００８７】
　＜実施例３．スイートコーンの作出＞
　本実施例では、スイートコーンを生育させた。具体的には、まず、スイートコーン（タ
キイ種苗社製、品番：キャンベラ９０）の種子をバーミキュライト（旭工業株式会社製）
に播種した。播種２週間後に、実施例１に記載の水耕栽培用鉢に植え替えて、追肥として
、４週後及び６週後にそれぞれくみあい燐硝安加里Ｓ‐６０４号３ｇを与えた。
【００８８】
　また、播種後５週目から２週間内に４回、０．２ｍＭ ＧＳＳＧ ５０ｍＬを根元に与え
た。播種後７週目からは、２週間内に４回、０．２ｍＭ ＧＳＳＧ ５０ｍＬを経葉散布し
た。なお、比較のため、ＧＳＳＧを与えない以外は本実施例と同じ方法でスイートコーン
を生育させて実を収穫した。
【００８９】
　播種から９０日後に実を収穫して、糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＳ
ＳＧを与えて生育させて得た実では、ＧＳＳＧを与えずに生育させて得た実に比べて、糖
度の増加が確認された。また、ＧＳＳＧを与えた場合、実の肥大、実の数の増加が確認さ
れた。
【００９０】
　＜実施例４．スイートコーンの作出２＞
　本実施例では、実施例３とは異なる条件でＧＳＳＧを与えてスイートコーンを生育させ
た。具体的には、まず、スイートコーン（タキイ種苗社製、品番：キャンベラ９０）の種
子をバーミキュライト（旭工業株式会社製）に播種した。播種１週間後に、実施例１に記
載の水耕栽培用鉢に植え替えて、追肥として、４週後及び６週後にそれぞれくみあい燐硝
安加里Ｓ‐６０４号３ｇを与えた。
【００９１】
　また、発芽後から１２週間、０．５ｍＭ ＧＳＳＧ ２００ｍＬを週２回、根元に与えた
。なお、比較のため、ＧＳＳＧを与えない以外は本実施例と同じ方法でスイートコーンを
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生育させて実を収穫した。
【００９２】
　播種から１２週間後に実を収穫して糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＳ
ＳＧを与えて生育させて得た実では、ＧＳＳＧを与えずに生育させて得た実に比べて、糖
度の増加が確認された。また、ＧＳＳＧを与えた場合、実の肥大、実の数の増加が確認さ
れた。
【００９３】
　＜実施例５．ブドウの作出＞
　本実施例では、ブドウを生育させた。具体的には、ブドウ（デラウエア）が開花した直
後、１ｍＭのジベレリン（ＧＡ３）及び１ｍＭの各種薬剤を混合した溶液を花序に与えた
。各種薬剤としては、ＧＳＳＧ、ＧＳＨをそれぞれ用いた。その後、各種薬剤を塗布した
後、実った果実を収穫した。また、比較のため、上記各種薬剤を用いず、ＧＡ３のみを与
えた以外は同様にしてブドウを生育させて、果実を収穫して以下の官能試験に供した。
【００９４】
　次に、収穫した実の糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＡ３のみを与えて
生育させて得た果実に比べて、ＧＳＳＧ及びＧＡ３、ＧＳＨ及びＧＡ３を与えて生育させ
て得た果実ではいずれも糖度の増加が確認された。また、ＧＳＳＧ及びＧＡ３を与えた場
合では、果実の肥大化が確認された。
【００９５】
　また、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを用いた場合について、ＧＡ３を用いずにブドウを生育させ
たところ、糖度の増加が確認された。なお、ＧＡ３を用いない場合、種なし効果は抑制さ
れた。
【００９６】
　＜実施例６．細胞内の酸化還元状態を調節する物質添加後の経時変化＞
　本実施例では、細胞内の酸化還元状態を調節する物質を植物に与えた後の、当該植物中
の糖度を測定した。細胞内の酸化還元状態を調節する物質としては、ＧＳＨ、ＧＳＳＧを
用いた。また、植物としては実施例１で用いた植物と同じトマトを用いた。具体的には、
次の操作を行なった。
【００９７】
　トマトの種子を播種した後、９０日後にＧＳＨ又はＧＳＳＧで処理した。トマトを生育
させる方法については、ＧＳＨ又はＧＳＳＧによる処理以外は実施例１に記載の方法と同
じ方法で行なった。ＧＳＨ又はＧＳＳＧによる処理は、一株当たり０．５ｍＭ ＧＳＳＨ
又は０．５ｍＭ ＧＳＨ（０．１Ｎ ＮａＯＨを用いてｐＨ７に調整） ５０ｍＬを根元に
一回投与した。そして、投与後、０日目～４日目まで１日毎に果実を収穫して、その糖度
を測定した。結果を図３に示す。図３は、ＧＳＳＧ又はＧＳＨの処理日からの経過日数と
糖度との関係を確認した結果を示す図であり、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）を示し
、横軸が処理日からの日数を示す。また、図３において丸印はＧＳＨを投与した結果を示
し、三角印はＧＳＳＧを投与した結果を示し、四角印は比較のためＧＳＳＧ及びＧＳＨを
投与しなかったときの結果を示す。なお、ＧＳＳＧ又はＧＳＨの投与については０日目の
朝に行ない、図３における０日目の結果は、果実の収穫及び糖度の測定を０日目の夕方に
行なった結果を示している。
【００９８】
　図３に示すように、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを投与することで、迅速に果実の糖度を向上さ
せることができることが示された。
【００９９】
　＜実施例７．ＧＳＨ１遺伝子を導入した植物の作出＞
　本実施例では、細胞内の酸化還元状態を調節する物質として、γ－グルタミルシステイ
ンシンセターゼ遺伝子をクローニングして用いた。これは、配列番号３に示す配列を有す
るポリヌクレオチドであり、ＧＳＨ１遺伝子の一つであり、本実施例において単に「ＧＳ
Ｈ１遺伝子」と表記する。
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【０１００】
　（１）使用植物
　形質転換体を作製するための親植物として、野生型シロイヌナズナのＣｏｌｕｍｂｉａ
 （Ｃｏｌ‐０）を用いた。植物は、正方形のプラスチックポット(６．５×６．５×５ 
ｃｍ)の中に底からバーミキュライト(旭工業、岡山)、クレハ培養土（クレハ園芸培土、
呉羽化学、東京）、バーミキュライトを2:1:1の割合で3層に入れた土壌に播種し、生育温
度22℃、長日条件（16時間明期/8時間暗期）で生育させた。
【０１０１】
　（２）ＧＳＨ１遺伝子のクローニング、ＧＳＨ１遺伝子の改変、およびＧＳＨ１形質転
換体の作出
　3週齢のシロイヌナズナの野生型Ｃｏｌｕｍｂｉａ（Ｃｏｌ‐０）から全ＲＮＡを単離
し、Ｐｒｏｓｔａｒ ｆｉｒｓｔ ｓｔｒａｎｄ ＲＴ‐ＰＣＲキット(Stratagene, La Jol
la, CA, USA)を用いてｃＤＮＡを合成した。
【０１０２】
　次に、ＧＳＨ１遺伝子のｃＤＮＡ配列に基づいて設計した以下の特異的なプライマーを
用いて、完全長ｃＤＮＡを２つの断片としてＰＣＲにより増幅し、それぞれの断片をｐＧ
ＥＭ‐Ｔ Ｅａｓｙベクター(Promega, Madison, WI, USA)にサブクローニングした。プラ
イマーＧＳＨ１＿５’‐３とＧＳＨ１＿３’‐２上には、植物形質転換用ｂｉｎａｒｙ 
ｖｅｃｔｏｒ ｐＢＩ１２１へ導入する時に必要なＸｂａＩとＳａｃＩ切断部位をそれぞ
れ挿入している。
GSH1_5'-3: 5'-GCTTTCTTCTAGATTTCGACGG-3'（配列番号１０）
GSH1_3'-3: 5'-CCTGATCATATCAGCTTCTGAGC-3'（配列番号１１）
GSH1_5'-2: 5'-ATGCCAAAGGGGAGATACGA-3'（配列番号１２）
GSH1_3'-2: 5'-GGAGACTCGAGCTCTTCAGATAG-3'（配列番号１３）
　２つの断片をＫｐｎＩ切断部位で融合し完全長ｃＤＮＡを含むベクター（Ｃｈｌ.ＧＳ
Ｈ１－ｐＧＥＭ）を構築した。Ｃｈｌ.ＧＳＨ１‐ｐＧＥＭを制限酵素ＸｂａＩとＳａｃ
Ｉで処理後、断片をｂｉｎａｒｙ ｖｅｃｔｏｒ ｐＢＩ１２１のｃａｕｌｉｆｌｏｗｅｒ
 ｍｏｓａｉｃ ｖｉｒｕｓの３５Ｓプロモーターの下流のβ‐グルクロニダーゼ（ＧＵＳ
）をコードする領域と置き換え、形質転換植物を作出するためのコンストラクト（３５Ｓ
‐Ｃｈｌ．ＧＳＨ１－ｐＢＩ１２１）を作製した。
【０１０３】
　また、シロイヌナズナゲノム上には、ＧＳＨ１遺伝子は１コピーしか存在せず、葉緑体
への移行シグナルを含んでいる。そこで、細胞質にGSH1遺伝子産物（γ－グルタミルシス
テインシンセターゼ）を蓄積させるため、葉緑体移行シグナルと推定されるN末側73アミ
ノ酸を除き、Ｎ末から７４番目のアラニン残基をメチオニン残基に置換したタンパク質を
発現させるためのコンストラクト（３５Ｓ‐ｃｙｔ．ＧＳＨ１－ｐＢＩ１２１）を作製し
た。まず、以下に示すＮ末から７４番目のアラニン残基がメチオニン残基に置換され、そ
の上流にＸｂａＩ切断部位が挿入された（塩基置換部位は下線で表示）プライマーＧＳＨ
１（ｃｙｔ．）＿５’と上記ＧＳＨＩ＿３’‐３を用いてＰＣＲを行い、断片を制限酵素
ＸｂａＩとＫｐｎＩで処理後、ｐＢｌｕｅｓｃｒｉｐｔベクター(Stratagene, La Jolla,
 CA, USA)にサブクローニングした（ｃｙｔ．ＧＳＨ１－ｐＢＳ）。
GSH1(cyt.)_5': 5'-AGGGCATCTAGAGACCATGGCAAGTCC-3'（配列番号１４）
ｃｙｔ．ＧＳＨ１－ｐＢＳを制限酵素ＸｂａＩとＫｐｎＩで処理後、断片を３５Ｓ‐Ｃｈ
ｌ．ＧＳＨＩ‐ｐＢＩ１２１のＧＳＨ１上のＸｂａＩ‐ＫｐｎＩ断片と置き換え、３５Ｓ
‐ｃｙｔ．ＧＳＨ１－ｐＢＩ１２１を作製した。
【０１０４】
　上記により作製した３５Ｓ‐Ｃｈｌ．ＧＳＨ１－ｐＢＩ１２１及び３５Ｓ‐ｃｙｔ．Ｇ
ＳＨ１－ｐＢＩ１２１の２種の発現ベクターをアグロバクテリウム法 (Clough, S.J. and
 SH1-pB Bent, A.F. (1998) Floral dip: A simplified method for Agrobacterium-medi
ated transformation of Arabidopsis thaliana. Plant J. 16: 735-743.)を用いて、Ｃ
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ｏｌ‐０に導入し、形質転換植物を作出した。
【０１０５】
　具体的には、選抜マーカーであるカナマイシンを含む寒天培地（１／２倍の濃度のムラ
シゲ－スクーグ培地）上で、すべての種子がカナマイシン耐性を示す世代（分離しなくな
った世代）になるまで選抜を繰り返した。また選抜途中で、カナマイシン耐性の形質が３
対１で分離し、発現ベクターが少なくとも単一の染色体上に導入されていることを確認し
た。
【０１０６】
　以上のようにして得られた植物を、以下「３５Ｓ‐ＧＳＨ１」と表記する。
【０１０７】
　（３）糖度の測定
　３５Ｓ‐ＧＳＨ１及び比較のため野生型シロイヌナズナ（Ｃｏｌ‐０）を生育光強度５
０又は５００μＥｍ－２ｓ－１で生育させた。一週間生育させた後、植物体を採取した。
次に、採取した植物体を液体窒素で凍結させた後、粉末状になるまですり潰し、植物体５
０ｍｇ当たり１００μｌの５０ｍＭ 酢酸ナトリウムバッファーで抽出した。
【０１０８】
　次に、得られた抽出物中のグルコース及び澱粉の量を測定した。グルコースの量の測定
については、グルコースＣＩＩ‐テストワコー（和光純薬社製）を用いて行なった。また
、澱粉の量の測定については、抽出物に対してアミログルカナーゼ３５Ｕｎｉｔｓ／ｍｌ
及び酢酸ナトリウムバッファー（５０ｍＭ、ｐＨ４．５）を混合して１時間静置した後、
グルコースの量を測定した。結果を図４に示す。図４は３５Ｓ‐ＧＳＨ１の澱粉及びグル
コースを測定した結果を示し、図４の（ａ）は澱粉の量、図４の（ｂ）はグルコースの量
を示す。また、図４の（ａ）及び（ｂ）において縦軸はそれぞれ澱粉及びグルコースの相
対含量を示し、横軸は用いた植物の種類を示す。横軸においてＡ及びＢは、３５Ｓ‐ＧＳ
Ｈ１を示す。つまり、本実施例では、３５Ｓ‐ＧＳＨ１を図４に示すＡ及びＢの２株用い
て実験を行なった。また、上記相対含量とは、生育光強度５０μＥｍ－２ｓ－１で生育さ
せたＣｏｌ‐０の結果を１００としたときの相対的な量を意味する。
【０１０９】
　図４に示すように、３５Ｓ‐ＧＳＨ１では、Ｃｏｌ‐０に比べて、高い澱粉量及び糖度
を示した。
【０１１０】
　＜実施例８．オウトウの作出＞
　本実施例では、オウトウを生育させた。具体的には、オウトウ（ナポレオン）の収穫予
定日の４週間前と３週間前に、収穫予定果実の結実枝の葉面に０．５ｍＭのＧＳＳＧを塗
布し、予定日に果実を収穫した。
【０１１１】
　次に、収穫した実の糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＳＳＧを与えて生
育させて得た果実では糖度の増加と酸度の低下が確認された。また、ＧＳＳＧを与えた場
合では、果実重量の増加が確認された。さらに、得られた果実の糖度をポケット糖度計Ａ
ＰＡＬ‐１（株式会社アタゴ製）を用いて測定した。なお、比較のためＧＳＳＧを与えな
かった場合についても糖度を測定した。図５は、本実施例で得られたオウトウの果実の糖
度を測定した結果を示し、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）を示している。なお、ＡＮ
ＯＶＡ解析については、ＳｔａｔＶｉｅｗ５．０（ＳＡＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ．
製）を用いて行ない、有意差水準５％で検定し、有意差を認めた。
以上のように、ＧＳＳＧを与えることで有意に糖度が向上したオウトウ果実が得られた。
【０１１２】
　＜実施例９．温州ミカンの作出＞
　本実施例では、温州ミカンを生育させた。具体的には、温州ミカンの収穫予定日の１週
間前に、収穫予定果実の結実枝の葉面に０．５ｍＭのＧＳＳＧを塗布し、予定日に果実を
収穫した。
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【０１１３】
　次に、収穫した実の糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＳＳＧを与えて生
育させて得た果実では糖度の増加と酸度の低下が確認された。また、ＧＳＳＧを与えた場
合では、果実重量の増加が確認された。さらに、得られた果実の糖度をポケット糖度計Ａ
ＰＡＬ‐１（株式会社アタゴ製）を用いて測定した。なお、比較のためＧＳＳＧを与えな
かった場合についても糖度を測定した。図６は、本実施例で得られた温州ミカンの果実の
糖度を測定した結果を示し、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）を示している。なお、Ａ
ＮＯＶＡ解析については、ＳｔａｔＶｉｅｗ５．０（ＳＡＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ
．製）を用いて行ない、有意差水準５％で検定し、有意差を認めた。
【０１１４】
　以上のように、ＧＳＳＧを与えることで有意に糖度が向上した温州ミカンの果実が得ら
れた。
【０１１５】
　＜実施例１０．イチゴの作出＞
　本実施例では、ＧＳＳＧ又はＧＳＨを用いてイチゴを育成した。具体的には次の通りで
ある。
【０１１６】
　まず、イチゴの苗を、プランターに植え替えた。プランターには、下層バーミキュライ
ト（旭工業株式会社製）６Ｌ、中層クレハ園芸培土（株式会社クレハ製）３Ｌ、上層バー
ミキュライト３Ｌを重層させた。
【０１１７】
　イチゴを生育させる間、一株当たり０．２ｍＭ若しくは０．５ｍＭのＧＳＳＧ又は０．
４ｍＭ又は１．０ｍＭのＧＳＨ（０．１Ｎ ＮａＯＨを用いてｐＨ７に調整）を５０ｍＬ
／週・１回、根元に投与して、芽かきをせずに６３日間生育させた。また、比較のため、
ＧＳＳＧ及びＧＳＨのいずれも与えなかった以外は、同じ条件でイチゴを生育させた。な
お、いずれの条件においても、追肥として、くみあい燐硝安加里Ｓ‐６０４号（チッソ旭
肥料株式会社製）３ｇを２週に１回与えた。
【０１１８】
　次に、収穫した果実の糖度等について官能試験を行なった。その結果、ＧＳＳＧ及びＧ
ＳＨのいずれも与えなかった場合に比べて、ＧＳＳＧを与えて得た果実では、糖度の増加
と酸味の低下が確認された。また果実数の増加が確認された。ＧＳＨを与えて得た果実で
は、糖度と酸味の増加が確認された。
【０１１９】
　さらに、得られた果実の糖度をポケット糖度計ＡＰＡＬ‐１（株式会社アタゴ製）を用
いて測定した。なお、比較のためＧＳＳＧ及びＧＳＨのいずれも与えなかった場合につい
ても糖度を測定した。図７は、本実施例で得られたイチゴの果実の糖度を測定した結果を
示し、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）を示している。なお、ＡＮＯＶＡ解析について
は、ＳｔａｔＶｉｅｗ５．０（ＳＡＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ．製）を用いて行ない
、有意差水準５％で検定し、有意差を認めた。
【０１２０】
　以上の結果から、ＧＳＳＧ、ＧＳＨを含む培地を用いてイチゴを生育させることで、糖
度が増加したイチゴ果実を作出できることが示された。
【０１２１】
　＜実施例１１．スイートコーンの作出＞
　本実施例では、スイートコーンを生育させた。具体的には、まず、スイートコーン（タ
キイ種苗社製、品番：キャンベラ８６）の種子をバーミキュライト（旭工業株式会社製）
に播種した。播種２週間後に、実施例１に記載の水耕栽培用鉢に植え替えて、追肥として
、４週後及び６週後にそれぞれくみあい燐硝安加里Ｓ‐６０４号３ｇを与えた。
【０１２２】
　また、播種後５週目、６週目、７週目、８週目に０．５ｍＭ　ＧＳＳＧ（点着剤として
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０．１％Ｔｗｅｅｎ８０に溶解）を葉面散布した。なお、比較のため、ＧＳＳＧを与えな
い代わりにＴｗｅｅｎ８０を与えた以外は本実施例と同じ方法でスイートコーンを生育さ
せて実を収穫した。
【０１２３】
　播種から８６日後に実を収穫して、糖度について官能試験を行なった。その結果、ＧＳ
ＳＧを与えて生育させて得た実では、ＧＳＳＧを与えずに生育させて得た実に比べて、糖
度の増加が確認された。さらに、得られた果実の糖度をポケット糖度計ＡＰＡＬ‐１（株
式会社アタゴ製）を用いて測定した。なお、比較のためＧＳＳＧを与えなかった場合につ
いても糖度を測定した。図８は、本実施例で得られたスイートコーンの果実の糖度を測定
した結果を示し、縦軸が糖度（Ｂｒｉｘ、単位：％）を示している。なお、ＡＮＯＶＡ解
析については、ＳｔａｔＶｉｅｗ５．０（ＳＡＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ．製）を用
いて行ない、有意差水準５％で検定し、有意差を認めた。
【０１２４】
　また、ＧＳＳＧを与えた場合、実の肥大、実の数の増加が確認された。さらに、ＧＳＳ
Ｇ投与の方は播種後７０日目で既に収穫可能であることが確認された。
【０１２５】
　以上の結果から、ＧＳＳＧを含む培地を用いてスイートコーンを生育させることで、糖
度が増加したスイートコーンの実を作出できることが示された。
【０１２６】
　本発明に係る糖度が向上した植物体を作出するための組成物は、細胞内の酸化還元状態
を調節する物質を含有しているので、糖度が向上した植物体を簡便に作出することができ
るという効果を奏する。
【０１２７】
　発明の詳細な説明の項においてなされた具体的な実施形態または実施例は、あくまでも
、本発明の技術内容を明らかにするものであって、そのような具体例にのみ限定して狭義
に解釈されるべきものではなく、本発明の精神と次に記載する請求の範囲内で、いろいろ
と変更して実施することができるものである。
【産業上の利用可能性】
【０１２８】
　本発明に係る組成物によれば、糖度が向上した植物を容易に作出することができるので
、農業、食品産業等の産業に利用可能性がある。また、糖度の高い植物からはエタノール
を高効率に製造できるので、エネルギー産業等の広範な産業において利用可能性がある。
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